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NORDICID 社アジア総代理店 シェン･ヒーロー株式会社との業務提携に関するお知らせ 

 

当社は、平成29 年８月10日開催の取締役会において、フィンランドに本社を置くRFIDの技術会社、NORDICID

社のアジアパシフィック総代理店である、シェン・ヒーロー株式会社（本社：神奈川県藤沢市 代表取締役社

長 下田 忠弘）との間で業務提携を行うこと（以下「本提携」という）を決議し、本日付で同社との間で合意

に達しましたのでお知らせいたします。 

これにより当社は、回転寿司業界における煩雑な“すし皿の枚数・金額換算業務”をワンショットで瞬時に

読取るシステムを製品化し販売致します。 

記 

１．本提携の理由 

当社は、「食文化の発展に情報システムで貢献する」ことを事業ポリシーとして、外食業界に特化した基幹

業務システムの ASP による提供から、あらゆる食業態に対応できるパッケージ型の総合基幹業務システムであ

る「飲食店経営管理システム(R)」の販売、飲食店店舗にて利用する PC-POS システム、オーダーエントリーシ

ステム（当社製品名：オーダーショット）など、自社企画のシステム機器の開発・販売及び周辺サービスの提

供までをワンストップで行っております。 

一方、同社は、RFID 通信機器・技術に定評のあるフィンランドに本社を置く NORDICID 社のアジアパシフィ

ックの総代理店であり、設立より RFID のグローバル企業の代理店として数々のソリューションを幅広く提供

しております。 

当社の事業領域である外食業界の回転寿司市場は、日本食ブームの代表格としてそのすそ野を拡大しており

ますが、現在お客様の多様なニーズに応え、従来の低価格単一価格から複数価格帯へと価格帯も多様化してお

り、会計処理が複雑になっております。同社の技術協力により、当社のオーダーエントリー注文端末を利用し

た皿会計システムの提供が可能となり、従来端末と比較して、会計処理時間の飛躍的な短縮と、会計担当者の

作業負担の軽減が期待できることから、本提携に至りました。 

 

２．本提携の内容 

・回転寿司業界における「皿会計システム」の技術協力及び効率的な販売協力 

当社が ASP による基幹業務サービスを提供している店舗数はおよそ 7,000 店舗、「飲食店経営管理システム

(R)」の累計販売店舗数は、18,000 店舗となっております。うち、回転寿司店舗が約 700 店舗、また国内全体

の回転寿司店舗数は約 5,000 店舗といわれています。 

同社は NORDICID 社のアジアパシフィック総代理店として、当社に回転寿司業界向け「皿会計システム」へ

の NORDICID 社リーダー応用のアジアにおける独占的地位を付与すると共に、ソリューション技術アドバイザ

ーとして当社と共に、回転寿司業界への「皿会計システム」普及促進を行ってまいります。 



 

※商品の詳細に関しましては、本日発表のプレスリリースをご確認ください。 

回転寿司専用 皿会計システム「ワンショット自動皿会計（通称）」 新発売 

 

３．本提携先の概要 

(１)   名   称 シェン・ヒーロー株式会社 

(２)   所 在 地 神奈川県藤沢市柄沢２７５－３ 

(３)  代表者の役職・氏名 代表取締役社長 下田 忠弘 

(４)   資 本 金 250 万円 

(５)  設 立 年 月 日 平成 21 年１月７日 

(６)   主な事業内容 RFID 機器 無線通信機器 システム開発 

(７)  大株主及び持株比率 下田 忠弘 １００％ 

(８) 上場会社と当該会社  

との関係 

資 本 関 係 記載すべき資本関係はありません 

人 的 関 係 記載すべき人的関係はありません 

取 引 関 係 記載すべき取引関係はありません 

関連当事者への

該 当 状 況

当社の関連当事者には該当しません。また、当該会社の関

係者及び関係会社は、当社の関連当事者には該当しません。

  

４．日程 

業務提携契約締結日 平成 29 年８月 10 日 

 

５．今後の見通し 

 本提携により当社業績に与える影響は現時点では軽微ではございますが、将来にわたり当社業績向上に資す

る業務提携と考えております。今後、業績に重大な影響を与えることが明らかになった場合は、速やかに開示

いたします。 

以上 


